様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　2021年　7月　9日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）にっしゃ
                              一般事業主の氏名又は名称 ＮＩＳＳＨＡ株式会社
（ふりがな）すずき　じゅんや
                             　　　（法人の場合）代表者の氏名　鈴木　順也
住所　〒604-8551　京都市中京区壬生花井町３番地

法人番号　　9130001023441　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	サステナビリティビジョン
DX戦略および推進体制

	公表日
	　　　　2021年 6月 1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表先ホームページアドレス：
https://www.nissha.com/ir/managementplan.html
https://www.nissha.com/sustainability/dx.html

	記載内容抜粋
	当社グループは、メディカル、モビリティ、サステナブル資材の重点市場を中心に、コア技術を活用して特徴ある製品を提供しています。当社グループにとって、デジタル技術は自社の生産性向上に加え、お客さまに提供する付加価値の向上や社会課題の解決にもつながるものであり、その活用の巧拙が競争力に大いに影響するものと考えています。
当社グループは、2030年のあるべき姿をサステナビリティビジョン（長期ビジョン）として示しています。メディカル、モビリティ、サステナブル資材の重点市場で提供する価値を向上することで、売上高3,000億円規模、ROE15%以上を達成するとともに、2050年カーボンニュートラルを見据えたCO2総排出量の20％削減（2020年比）を実現し、当社グループがMissionで志向する「人々の健康で豊かな生活に貢献する企業」となることを目指します。
（重点市場で提供する価値向上の例）
メディカル市場：当社の加工技術やデジタル技術（ICT, IoT, AIなど）により、医療機器の価値・性能の向上を目指します
モビリティ市場：ユーザーインターフェースやセンシングなどのデジタル関連の分野において、製品の充実を図ります

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会での決議事項に基づいています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX戦略および推進体制

	公表日
	　　　　2021年 6月 1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表先ホームページアドレス：https://www.nissha.com/sustainability/dx.html

	記載内容抜粋
	当社グループでは、以下の3つのステップで段階的にDXを推進するとともに、それを支える環境整備や人材育成に取り組みます。
STEP 1：特定の部門・業務のデータベース（DB）化・デジタル化により、社内業務の生産性を向上させます。これによって確保したリソースを高付加価値事業へ再投入します。
STEP 2：バリューチェーン全体へデジタル化を拡張し、お客さまに提供する付加価値を向上させます。
STEP 3：デジタル化によって、社会課題の解決につながる新たなビジネスモデルを創出します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会での決議事項に基づいています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表先ホームページアドレス：https://www.nissha.com/sustainability/dx.html

	記載内容抜粋
	DX推進管理体制
・DX推進室は全社DX戦略の方向性を立案するとともに、人事部と連携してDX推進に向けた人材育成を担当します。
・IT部はITインフラ環境・ガバナンスの整備を支援します。
・具体的なDX戦略の立案、実施は事業部が行います。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表先ホームページアドレス：https://www.nissha.com/sustainability/dx.html

	記載内容抜粋
	ITシステムについては、生産部門では外観検査のAI判定システムや設備データ活用による品質改善、ロボットによる省人化などに取り組んでいます。開発部門では設計情報の電子フロー化とデータベース構築による自動設計化を進めています。また営業部門ではマーケティングや営業活動の効率改善や分析のためSFA（Sales Force Automation）、MA（Marketing Automation）導入に取り組んでいます。これらのシステムをバリューチェーン全体で連結させることで、お客さまへ提供する付加価値をさらに向上させていきます。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX戦略および推進体制

	公表日
	　　　　2021年 6月 1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表先ホームページアドレス：https://www.nissha.com/sustainability/dx.html

	記載内容抜粋
	DXの推進状況を管理するため、以下のKPIを設定し、定期的にレビューしていきます。
・DX人材の育成計画に対する進捗度
・DXテーマの計画に対する進捗度
・ITインフラストラクチャーの構築・改善の計画に対する進捗度



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①　2021年 2月 12日
②　2021年 6月 30日

	発信方法
	①　2020年12月期決算および中期経営計画説明会にて、代表取締役社長 兼 最高経営責任者より、サステナビリティビジョン（長期ビジョン）における今後の方向性として発信しています。
公表先ホームページアドレス（掲載ページ）：https://www.nissha.com/ir/library/had98i0000001mjt-att/presentation20210212.pdf（20、22ページ）

②　「NISSHAサステナビリティレポート2021」において、サステナビリティ委員会の委員長である代表取締役社長 兼 最高経営責任者よりDXの推進と進捗状況について発信しています。
公表先ホームページアドレス（掲載ページ）：https://www.nissha.com/sustainability/ersrhs000000j3vk-att/NisshaSustainabilityReport2021.pdf　（79ページ）

	発信内容
	①　「2030年のあるべき姿：メディカル
医療機器：当社の製品群を高度化させ、成長分野で展開
当社の加工技術、デジタル技術（ICT、IoT、AIなど）により医療機器の価値・性能を向上」
「2030年のあるべき姿：モビリティ
車内の快適性を重視　CASE、サステナビリティが新たな事業機会
ドライバーモニタリング　生体センシング　センシングデータの活用」

②　「当社グループは、デジタル技術は自社の生産性向上に加え、お客さまに提供する付加価値の向上や社会課題の解決につながるものと考え、DXの推進に取り組んでいます。また、マテリアリティとして「生産性の向上」を掲げており、RPAなどの自動化・効率化ツールの活用や、価値創造プロセスのデジタル化を進めています。」



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年 4月頃　～　2021年 6月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を元に課題の把握をしています。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2020年 6月

	実施内容
	当社グループはISO27001の認証を取得しており、その取り組みのなかでサイバーセキュリティ経営ガイドライン等に基づく対策のほか、定期的なセキュリティ監査を行っています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

